第３章　人口
概況
　昭和51年４月中に830万人を超えた大阪府人口は、同年10月１日現在で833万8,337人となった。昭和50年国勢調査時年から１年間の増加数は５万9,412人、増加率は0.7パーセントと戦後初めて１パーセントを割った。
　これは、47年から48年に初めてマイナスに転じた社会増加が49年から50年の２万9,180人・0.4パーセント減年から50年から51年には４万4,460人・0.5パーセント減へと減少幅を更に拡げた一方で、自然増加が49年から50年は11万6,281人・1.4パーセント増、50年から51年は10万3,872人・1.3パーセント増としだいに増加幅を縮小してきているためである。
　この動向には、ここ１、２年の経済情勢が強く影響していると思われるが、いずれにしても今後は、府人口の増加速度はなお一層緩やかなものとなろう。
転入と転出
　大阪府への転入者は高度経済成長に伴い昭和30年頃から順調に増加し、44年には39万人に達したが、以後漸減し、51年には25万4,334人と34年以来最低の転入者数となった。しかし、依然として東京都の52万人、神奈川県の29万人についで全国第３位の高水準である。一方大阪府からの転出者は51年で29万8,645人と48年の36万人をピークに低下しているが、東京都の65万人についで全国第２位である。
地域別人口
　大阪市の51年10月１日現在の人口は275万418人で、府人口総数に占める割合は33.0パーセントである。また50年に比べると２万8,569人・1.0パーセントの減少であるが、その幅は49年から50年の1.1パーセント減から0.1ポイント縮小した。これは自然増加の鈍化幅よりも社会減少の縮小幅の方が大きいためである。
　大阪市以外では、東大阪地域が196万298人で、前年に対して２万844人・1.1パーセント増、北大阪地域が156万1,764人、同２万5,732人・1.7パーセント増、泉州地域が152万747人、同２万8,035人・1.9パーセント増、南河内地域が54万5,110人、同1万3,370人・2.5パーセント増と、南河内地域の増加率が最も高いが49年から50年に比べると全地域で鈍化している。また府人口総数に対する割合は、大阪市が低下した分だけそれぞれわずかながら高まり、東大阪地域23.5パーセント、北大阪地域18.7パーセント、泉州地域18.2パーセント､南河内地域6.5パーセントとなった。
年齢構造
　昭和50年国勢調査結果から年齢３区分別にみると、昭和45年に比べて、生産年齢人口は24万6,419人・4.6パーセント増の565万2,511人、年少人口は30万409人・16.5パーセント増の212万992人、老年人口は10万6,869人・27.1パーセント増の50万674人で全体に占める割合はそれぞれ68.3、25.6、6.0パーセントとなっている。生産年齢人口の比率は40年まで着実に上昇したのち、40年から45年において1.6ポイント低下し45から50年に更に2.6ポイントの低下となった。一方年少人口の比率はこれと全く逆の動きを示し、40年を境として低下から上昇に転じている。また老年人口の比率は一貫して上昇を続けている。
　次に５歳階級別人口をみると、15歳から19歳と20歳から24歳が前回に比べ減少している。 20歳から24歳の減少は主として第１次ベビーブーム後の出生率の落込みによっているが、15歳から19歳の減少は40年代半ばからの社会増加の減少を反映している。
労働力人口
　同じく昭和50年国勢調査結果から労働力状態をみると、15歳以上人口は615万3,185人で45年より35万3,280人・6.1パーセントの増加でこのうち労働力人口は382万6,288人（対45年2.3パーセント増）、非労働力人口は232万6,897人（同13.1パーセント増）となり非労働力人口の増加が大きい。この結果労働力率（15歳以上人口に対する割合）は45年の64.5パーセントから62.2パーセントへと低下し、逆に非労働力率（同）は35.5パーセントから37.8パーセントへと上昇したのが注目される。
　また、完全失業者は45年の６万1,249人から５万6,955人・93.0パーセントの増加で11万8,204人となり10万人台をこえた。このため完全失業率（労働力人口に対する割合）は1.6パーセントから3.1パーセントへと上昇し、石油ショック以来の不況の深刻さを反映している。
　次に、年齢階級別就業者の特徴をみると､15歳から19歳、20歳から24歳の就業者は減少し、中でも15歳から19歳では50.6パーセントの大きな減少をみせている。また、産業別就業者の割合では、第３次産業就業者はすべての階級で50パーセントを上回っている。
昼間人口と流動人口
　大阪府から周辺府県への流出者数は17万1,645人、大阪府への流入者数は55万2,299人、その差38万654人が昼間増加人口でこれに常住人口の827万8,844人（国勢調査人口概数）を加えた昭和50年10月１日現在の昼間人口は865万9,498人となり、常住人口100人あたりの昼間人口は、104.6人となった。
　流入人口を府県別にみると、兵庫県からが29万9,100人と流入総数の過半数54.2パーセントを占めており、次いで奈良県の13万6,394人、同24.7パーセント、京都府７万4,240人、同13.4パーセントでこの３府県で流入総数の92.3パーセントを占めている。
　一方流出人口では、兵庫県へが８万8,336人で流出総数の51.5パーセントを占めて最も多く、あと京都府５万5,671人、同32.4パーセント、奈良県1万5,800人、同9.2パーセントと続いており、この３府県で93.1パーセントを占めている。
